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4月から原則義務化される
オンライン資格確認の最新事情
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病院6割、診療所４割
資格確認の運用状況
2021年10月から本格運用が開始さ

れたオンライン資格確認は、23年４月
から原則義務化されます。ただし、
2022年度末時点でやむを得ない事情
がある保険医療機関については、期限
付きの経過措置が設けられます（図表
１）。対象となる保険医療機関は、あ
らかじめ社会保険診療報酬支払基金を
経由して、猶予届出書を2023年3月
31日までに原則オンラインで地方厚
生（支）局に届け出る必要があります。
すでにご存じのことと思いますが、
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今年4月からいよいよオンライン資格確認が原則義務化され、診療報酬の見直しも行われます。さらにマイ
ナンバー改正法案が閣議決定され、健康保険証の廃止や資格確認書の仕組み整備も予定されています。今
回は、オンライン資格確認の概要と実情、医療機関にとってのメリットや今後の方向性などを解説します。
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オンライン資格確認とは、保険証と一
体化したマイナンバーカード（以下、
マイナ保険証）や健康保険証を使って
オンラインで被保険者資格の確認が
できるシステムです。４月からの原
則義務化とは、医療機関や薬局にお
いてマイナ保険証でも受診できるシ
ステムを導入するということで、従
来の保険証がすぐに廃止されるとい
うわけではありません。ただし、
2024年秋には現在の健康保険証は
廃止される予定で、医療機関には早
急な対応が求められます。
なお、オンライン資格確認を運用

している医療機関は2023年３月５日

時点で病院64％、医科診療所41.6％
で、着実に増えてきています。

普及に向け加算を新設
時限的引き上げも実施
オンライン資格確認の普及を後押

しするための診療報酬も設けられて
います。2022年度の診療報酬改定で
新設された「電子的保健医療情報活用
加算」は、「マイナ保険証を使った患者
の負担が増えるのはおかしい」という
批判が強まり、中医協が報酬の見直
しを答申し、2022年９月末で廃止さ
れました。同年10月から、マイナ保
険証利用時には、利用しない場合より
も患者負担が少なくなる仕組みとなる
新たな「医療情報・システム基盤整備
体制充実加算」が新設され、初診時に
通常の保険証を持参した場合は４点、
マイナ保険証による資格確認等に
よって情報を取得した場合は２点を
初診料に加算することができます。
さらに、オンライン資格確認の導
入・普及の徹底の観点から、医療情
報・システム基盤整備体制充実加算
は、保険証を使った場合の初診時加
算を４点から６点に引き上げ、再診時
の加算（２点）が新設されます。これら

図表1　オンライン資格確認の経過措置

出典：保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部改正に伴う実施上の留意事項について（厚生労働省）

やむを得ない事情
⑴ 令和５年２月末までにシステム事業者と契約締結したが、

導入に必要なシステム整備が未完了の保険医療機関・薬
局（システム整備中）

⑵ オンライン資格確認に接続可能な光回線のネットワーク環
境が整備されていない保険医療機関・薬局（ネットワーク
環境事情）

⑶訪問診療のみを実施する保険医療機関

⑷改築工事中、臨時施設の保険医療機関・薬局
⑸ 廃止・休止に関する計画を定めている保険医療機関・薬

局

⑹その他特に困難な事情がある保険医療機関・薬局

期限
システム整備が完了する日まで

（遅くとも令和５年９月末まで）

オンライン資格確認に接続可能な光回
線のネットワーク環境が整備されてから
６カ月後まで
訪問診療のオンライン資格確認（居宅
同意取得型）の運用開始（令和６年４月
目途）まで
改築工事が完了するまで
臨時施設が終了するまで
廃止・休止するまで

（遅くとも令和６年秋まで）
特に困難な事情が解消されるまで
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は時限措置であり、2023年４月から
12月末まで適用されます（図表２）。
2023年４月から12月までの特例措
置では、加算を算定する施設基準「オ
ンライン請求を行っていること」につ
いて、オンライン請求を行っていない
医療機関が2023年12月31日までに
オンライン請求を開始する旨の届出を
地方厚生（支）局に行った場合には、要
件を満たすこととされています（施設
基準を満たしている場合には加算の届
出は不要、オンライン請求が期日まで
に開始されない場合は、加算返還とな
るため、レセプトシステムベンダーと
の調整も早めに行う必要があります）。

事務負担軽減や返戻の減少 
医療機関のメリットも大
オンライン資格確認は、医療機関に

とってもさまざまなメリットがありま
す。１つは、事務スタッフの作業負担
の軽減です。従来、事務スタッフは、

だし、特別措置として、災害時に治
療が必要になった際は本人確認がで
きなくても既往歴などを確認し、迅
速に治療にあたることができるように
なっています。
DX対応は時代の流れで、オンライ

ン資格確認を基盤に今後、医療の質と
効率性を高めるためにデータヘルスの
活用が推進されていくのは確実です。
オンライン資格確認は単なるマイナン
バーカードの保険証利用ではありませ
ん。医療機関は、医療DXのトリガー
ととらえ、これに的確に対応していく
ことが求められます。
「医療機関等向けポータルサイト　導
入事例の紹介」＊にオンライン資格確
認の導入事例が多数掲載されていま
す。導入による成果はもちろん、院内
の動線の工夫などについての事例が豊
富で、導入を進めるにあたっては、参
考にされることをおすすめします。

図表2　2023年4月から12月までの医療情報・システム基盤整備体制充実加算の時限的特別措置

資格確認のために患者から健康保険
証を受け取った後、▽保険証記号番号、
▽氏名、▽生年月日、▽住所などをシ
ステムに入力していました。一方、オ
ンライン資格確認では、最新の保険資
格を自動的に取り込むことができるた
め、入力作業は最小限に抑えることが
できます。患者の保険資格がその場で
確認できるため、レセプト返戻も減少
すると考えられます。当然、窓口での
事務作業も削減されるでしょう。
また、健診情報や薬剤情報、既往
歴も確認できるようになります。複数
の疾患を有し、多くの医療機関を受
診している患者は少なくなく、これら
の情報を確認できることでより適切
な診断や治療、処方が期待できます。
もちろん、個人の資格確認や医療・
薬剤情報は保険者が管理するものの、
基本的に本人確認と本人同意がなけ
れば閲覧することはできません。た

＊：https://cases.iryohokenjyoho-portalsite.jp/

出典：中医協総会「個別改定項目について」の補足説明資料を一部改変
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